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ペルー 

エルニーニョ被災道路修復事業 

 

外部評価者 ： 有限会社トレア 吉田 健  

現地調査 ： 2009年 3月 

１．事業の概要と円借款による協力 

 

事業位置図             オロジャ－ワンカジョ道路 

 

1.1 背景 

1997年春から 1998年夏にかけて現れたエルニーニョ現象は観測史上最大級と云われ

ており、ペルーの沿岸地域を中心に河川の氾濫、土砂の流出等による大きな被害をもた

らした。同現象による経済インフラの暫定被害総額は約 1,005百万ドルに上り、国内輸

送に占める道路輸送の割合が貨物輸送で 88％、旅客輸送で 64％と、道路輸送への依存

度が高い同国において、経済への影響は甚大であった。セクター別に見ると、運輸セク

ター関連のインフラが最も被害を受けており、そのうち道路セクターについては、道路

流出、橋梁の決壊、土砂崩れ等による被害が暫定 299.6百万ドルに上り、全セクターの

被害額の約 3割となった。 

かかる状況下、ペルー政府は 1997年 6月に「エルニーニョ緊急事態宣言」を発令、

1997年 11月「エルニーニョ緊急支援プログラム」を策定し、道路セクターに対して同

プログラム資金計画の 4割にあたる 374百万ドルを充てた。本事業は、同プログラムの

一環として、円借款による主要幹線道路の修復改良が実施されたものである。 

 

1.2 目的 

 エルニーニョ現象による被害が特に深刻な主要幹線道路を修復改良することにより、

被災により妨げられている道路交通の正常化を図り、もって将来にわたる円滑な道路交

通の確保に寄与する。 

 

1.3 借入人/実施機関 

借入人：ペルー共和国 

実施機関：運輸通信省（Ministry of Transport and Communication, MTC） 
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1.4 借款契約概要 

円借款承諾額/実行額 15,833百万円/15,639百万円 

交換公文締結/借款契約調印 1999年 4月 

借款契約条件 金利2.2%、返済 25年（うち据置き 7年）、 

一般アンタイド 

［コンサルティングサービス部分：金利0.75%、 

返済 40年（うち据置き 10年）、二国間タイド］ 

貸付完了 2006年 8月 

本体契約（10億円以上） Consorcio Rio Maranon(ペルー), Consorcio Jaen(セル

ビア), Consorcio Iccgsa-Iesa(ペルー), Sagitario S.A., 

Construcoes e Comercio Camargo Correa S.A. (ブラジ

ル)、Mendez Junior Group (チリ)・Vegsa CG（ペルー）

（JV） 

コンサルタント契約（1億円

以上） 

PCI(日本)・CESEL S.A（ペルー）（JV）、日本工営(日

本)・OPMAC(日本)・Barriga Dall’orto S.A. Ingenieros 

Consultores (ペルー)（JV）  

事業化調査等 なし 

 

２．評価結果（レーティング：B） 

 

2.1 妥当性（レーティング：a） 

 本事業の実施は審査時及び事後評価時ともに、開発政策、開発ニーズと十分に合致し

ており、事業実施の妥当性は高い。 

 

2.1.1 審査時の妥当性 

ペルー政府は、1997年 6月「エルニーニョ緊急事態宣言」を受け、同年 11月に「エ

ルニーニョ緊急支援プログラム」を策定した。同プログラムは「予防ステージ」、「緊急

ステージ」、「復興ステージ」の 3段階により構成され、「復興ステージ」の一部として、

同プログラムの総資金 4割が道路セクターに充てられた。本事業は、同プログラムにお

ける優先度ならびに車両交通量 400 台/日を目安に選定された舗装道路および未舗装道

路の修復改良を行ったものであり、審査時における事業実施の妥当性は高い。 

 

2.1.2 事後評価時の妥当性 

 2006 年に発足したアラン・ガルシア政権は、公約時点から山岳部の輸出振興を経済

発展の方針の一つとしており、政権発足年に山岳地域輸出振興法が施行された。同法は、

貧しい山岳地域の農業、林業、工芸などの産業開発により、貧困の削減を図るとしてい

る。本事業の対象道路網は、山岳部やアマゾン地域と海岸部の大都市を結ぶ道路の一部

をなしており、内陸部の産業開発、ひいては貧困の低減に寄与することから、現政権の
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政策にも合致しているといえる。 

 また本事業の実施機関である運輸通信省（以下、MTC）は、その戦略計画 2007-2011

において、同国の物流において道路交通が果たす役割の重要性を示し、特に国道道路網

は最も重要なインフラであるとしている。本事業により修復・改良された道路は、国道

道路網の一部であり、事後評価時現在、上述のような経済発展のための重要な手段とな

っており、事後評価時点においても事業実施の妥当性は高い。 

 

 

2.2 効率性（レーティング：b） 

 本事業は、以下のとおり、アウトプットおよび事業費についてはほぼ計画通りであった

ものの、期間が計画を大幅に上回ったため、効率性についての評価は中程度と判断される。 

 

2.2.1 アウトプット 

本事業は、主に舗装道路の修復、未舗装道路の改良によって構成されており、審査時

計画と実績は、表-1のとおりである。 

尚、本事業はセクターローンとして実施されており、審査時には融資対象区間を確定

せず、コンサルタントによる詳細設計等の後、融資対象区間を確定することとしたため、

審査時計画と実績との間に乖離がある。 

 

表-1 アウトプットの審査時計画と実績との比較 

審査時計画 実績 

1. 舗装道路修復整備        総損壊延長約 498km 

・ Heroes de la Brena  133.6km 

・ La Oroya-Huancayo   123.0km 

・ Cruces Olmos-Coral Quemado   193.1km 

・ Haura -Sayan                     24.7km 

・ Lima-Canta           23.7km 

  

 未舗装道路改良整備   総損壊延長約 241km 

・ Chamaya-Jaen-San Ignacio    128.41km 

・ Sayan-Churin                     57.0km 

・ Jauja-Tarma  56.km 

 

1. 舗装道路修復整備    総延長約 309.02km 

・ Heroes de la Brena  136.41km 

・ La Oroya-Huancayo   116.36km 

・ Cruces Olmos-Coral Quemado   56.25km 

・ Haura Sayan*                  キャンセル 

・ Lima-Canta          キャンセル 

 

 未舗装道路改良整備     総延長約 106.09km 

・ Chamaya-Jaen-San Ignacio    50.08km 

・ Sayan-Churin*                  キャンセル 

・ Jauja- Tarma*  56.01km 

 

橋梁建設 

・ Stuart 橋    83m 

・ Collana橋  150m 

 

2. エンジニアリング・コンサルタントサービス             

・ 詳細設計    

・ 施工監理                     

・ 環境関連調査   

 

2.エンジニアリング・コンサルタントサービス            

・ 詳細設計             計画通り 

・ 施工監理            計画通り 

・ 環境関連調査          計画通り 

3. マネージメント・コンサルティングサービス 

・ 入札補助業務、各関連機関の連絡調整業務、基

金ディスバースの管理等 

3. マネージメント・コンサルティングサービス 

計画通り 

*Haura-Sayan、Lima-Canta 、Sayan-Churinの修復・改良整備は、2003年 8月に円借款対象外とされた。 
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       Junin地域の対象道路           Cajamarca地域の対象道路 

 

  

Junin地域 Stuart橋           Cajamarca地域 Olmos – Coral Quemado道路 

 

 

2.2.2 事業期間 

本事業の事業期間は、1999年 4月（L/A）～2006年 8月（7年 5ヶ月、89ヶ月）であ

った。審査時においては、1999年 4月（L/A）～2001年 12月（2年 9ヶ月、33ヶ月）

を計画しており、事業期間は計画の 270％となった。 

事業期間の遅延については、ペルー政府の財政上の問題が最も大きいと考えられる。

ペルー政府が 2003 年当時国際通貨基金（IMF）との合意に基づき、財政赤字幅縮小の

ために歳出額に制限を設けた結果、事業の進捗に必要な内貨分の用意ができない事態や、

先行する 2 件の円借款事業（地方幹線道路修復整備事業 I、II）へ優先的に予算の割り

当てがなされ、本事業への予算が大幅に削られた。この影響で全工区を一斉に開始する

ことなく、工区ごとに少しずつプロジェクトは進められたことも、期間が延びた原因の

ひとつといえる。このほか、2002年に行われたMTCの組織改編、それに伴う担当者の

交代等により、不慣れな手続きに時間がかかる等の影響が出た。 

 本事業は被災道路網の修復改良事業に対するセクターローンであり、審査時に事業対

象とされた区間の幾つかは詳細調査の後、変更となった。工区ごとの詳細調査と手続き

が事前の想定よりも時間がかかったことも、事業期間の遅延の原因と考えられる。 
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2.2.3 事業費 

審査時の総事業費計画額は、21,111 百万円であったのに対し、実績は 21,241 百万円とな

り、実績はほぼ計画どおり（計画比 100.61％）となった。円借款貸付額の実績は当初計画

比 98.8％であった。 

 

 

2.3 有効性（レーティング：a） 

 本事業の実施により概ね高い効果がみられ、有効性は高い1。 

 

2.3.1 交通量 

料金所から得られた交通量データによると、どの区間においても事業実施前に比べ、

実施後の交通量は増加している。同様に、事後評価時に調査した年間交通量は、事業実

施前の交通量に比べ増加している。料金所による日平均交通量、並びに事後評価時に調

査を行なった年間交通量は以下のとおりである。 

 

 

表－2 日平均交通量（単位：台） 

事前 事後 

料金所における日平均交通量（2001年） 

1）Junin地域 

Heroe de Brena (Corcona)  3,419 

La Oroya – Huancayo (Quiulla)         1,333 

2）Cajamarca地域 

Olmos-Coral Quemado(Olmos)           477 

料金所における日平均交通量（2008年） 

1）Junin地域 

Heroe de Brena (Corcona)   4,409 

La Oroya – Huancayo (Quiulla)      1,868 

2）Cajamarca地域 

Olmos-Coral Quemado (Olmos)      844 

出典：MTC 

 

 

表－3 年間交通量（単位：千台） 

事前 事後（2009年）* 

1) Junin地域 

La Oroya-Jauja （2002年） 547 

Jauja-Huancayo  (2002年)    548 

Jauja-Tarma (2004年)        149 

2) Cajamarca地域 

Olmos-Coral Quemado (2002年)  301 

Chamaya-Jaen (2004年)          405 

（MTCのデータ） 

1) Junin地域 

La Oroya-Jauja                    640 

Jauja-Huancayo                   1,605 

Jauja-Tarma                       584 

2) Cajamarca地域 

Olmos-Coral Quemado              441 

Chamaya-Jaen                       480 

 

*（評価者による観測交通量を年間交通量に換算したもの） 

                                                   
1 本事業は、審査時に事業効果の計画値を定めていなかったため、本事業の実施によって計画どおりの効

果が発現しているか測ることはできなかった。また、交通量データ等が必ずしも充分に整備されていなか

ったため、可能な範囲で事業実施前あるいは実施中のデータを収集し、またインタビュー調査等より事業

実施による効果測定を試みた。 
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2.3.2 所要時間の短縮 

各対象道路の交通量調査の際、事業実施以前の所要時間と、現在の所要時間の短縮に

ついて聞き取り調査を行なった。対象道路を通る全ての車両の運転者が事業実施後に走

行時間は短縮したとの結果であった。 

同交通調査において Junin 地域、Cajamarca 地域においてバス、トラックなどの運輸事業

者へのインタビュー調査を行った。同調査の結果は表－4のとおりである。 

 

 

表-4 運輸事業者インタビュー調査による短縮時間（単位：時間） 

Junin地域（Huancayo – Lima間） 

 事業実施前 事業実施後 短縮時間 

バス業者 9.6 6.9 2.7 

トラック業者 9.3 8.8 0.5 

Cajamarca地域（Jaen – Chiclayo間） 

 事業実施前 事業実施後 短縮時間 

バス業者 11 5.8 5.7 

トラック業者 19 9.5 9.5 

 

 

 

バス業者、トラック業者へのインタビュー結果からも、事業対象道路における所要時間

が短縮されたことが分かる。 

また、2.3.3 インパクトにおいて詳述する住民への世帯訪問調査や住民とのワークショッ

プにおいても、所要時間は、Junin地域の方が、短縮時間数が少ないという結果が出ている。

それに対して、Cajamarca地域では Jaen-Chiclayo間で半分に短縮されたという結果が出てい

る。 

 

2.3.3 経済的内部収益率（EIRR） 

審査時及び事後評価時に算定された対象区間の EIRRは表－5のとおり。ただし、審

査時の算定根拠が不明確で、事後評価時との費用、便益等の設定には差があると推定さ

れるため、算定結果を比較することは難しい。事後評価時の EIRR計算では、便益をプ

ロジェクト前後の車両走行経費低減とし2、費用を道路の修復事業費及び維持管理費と

した3。便益、費用ともに経済価格に変換して EIRR を算定した4。プロジェクトライフ

は 20年と仮定した。 

算定の結果 EIRRの数値は、概ね高い値を示しており、事業対象道路の経済的な収益

                                                   
2 交通量は観測交通量をもとに MTCと協議の上、年率 5％で増加すると予測した。Carretera 

Central の観測交通量については、通常の交通量よりも少なかったため、料金所の年平均交通量

を使用した。 
3 区間別車種別の走行経費は、MTC産出データを、区間別の工事費及び維持管理費用は

PROVIASの資料を用いた。 
4 財務価格の経済価格への変換係数は、MTCの通常使用する数値を採用した。 
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性は十分あると考えられる。審査時の EIRR算定が非常に高い値を示しているのは、便

益として車両の走行経費の低減に加えて、走行時間短縮を算入しているためと考えられ

る5。 

Heroes de la Brena (Carretera Central) の Ricardo Palma – La Oroya 間は交通量が多いた

め EIRRも高い結果となった。一方、Jauja – Tarma間は工事費が比較的高いものの、交

通量が多くないため EIRR値が低い結果となった。 

 

 

表－5 経済的内部収益率（EIRR）の比較 

審査時 事後評価時 

区間 
 

EIRR（％） 区間 EIRR（％） 

Junin地域 Junin 地域 
Ricardo Palma-Cocachacra 51.4 Ricardo Palma-Cocachacra 30.3 

Cocachacra-Matucana 36.1 Cocachacra-Matucana 26.1 

Matucana-San Mateo 37.8 Matucana-San Mateo 32.0 

San Mateo-La Oroya 50.4 San Mateo-La Oroya 33.3 

La Oroya- Pte. Matachico 36.2 La Oroya- Pte. Matachico 23.7 

Pte. Matachico-Huancayo 37.1 Pte. Matachico-Huancayo 28.8 

Huaura-Sayan 31.4 Huaura-Sayan * 

Lima-Canta 24.2 Lima-Canta * 

Cajamarca地域 Cajamarca地域 
Olmos-CoralQuemado 22.6 Olmos-CoralQuemado 15.9 

Sayan-Picunche 26.6 Sayan-Picunche * 

Picunche-Churin 27.6 Picunche-Churin * 

Chamaya-km.50 33.0 Chamaya-km.50 20.7 

Jauja-Tarma 47.9 Jauja-Tarma 9.8 

*事業対象から外れた区間であるため、算定していない。 

 

 

2.3.4 財務的内部収益率（FIRR） 

審査時に計算された対象区間の財務的内部収益率（FIRR）は、区間平均 12.4%である

が、その計算根拠は不明である。事後評価においては、MTC は料金収入で国道の建設

費・維持管理費を負担する方針ではなく、従って財務的検討を行っていないため、FIRR

の再計算は行わなかった。 

 

 

2.4 インパクト 

対象道路沿道の市町村で受益者調査として世帯訪問調査を行った。同調査は、Junin

地域では、Mito、Tarma、 Jauja、 La Oroya、 Sincos、Cajamarca地域では、Chamaya, Chiple, 

Jaenの町で行った。調査の中で 25歳以上の受益者 410人に対して、プロジェクトの事

                                                   
5 事後評価時の算定において走行時間の短縮を含めなかった理由は、一般に地方部の道路建設事

業には算入しないことが多いこと、ならびに MTCの評価方法においても時間短縮便益を計上し

ないためである。 
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前と事後との変化を以下の項目についてインタビューを行った。 

表－6のとおり、市場へのアクセスは改良されたとの声が多かった。地域別に見ると、

Cajamarcaでの評価が高い。 

 

 

表－6 市場へのアクセス改良 

地域 非常に改

良された 

改良 

された 

多少改良

された 

改良され

なかった 

Junin 24% 19% 30% 27% 

Cajamarca 34% 38% 24% 4% 

出典：世帯訪問調査 

 

 

表－7のとおり、郡中心部へのアクセスについては、非常に改良されたとの声が 5割

近くに上っている。 

 

 

表－7 Provincia (郡)中心へのアクセス改良 

地域 非常に改

良された 

改良 

された 

多少改良

された 

改良され

なかった 

Junin 43% 17% 21% 20% 

Cajamarca 47% 36% 15% 2% 

出典：世帯訪問調査 

 

 

表－8に見るとおり、女性の雇用機会の増加については、両地域ともに、非常に評価

が高い。 

 

 

表－8 女性の雇用機会の増加 

地域 非常に改

良された 

改良 

された 

多少改良

された 

改良され

なかった 

Junin 52% 26% 12% 9% 

Cajamarca 42% 32% 21% 5% 

出典：世帯訪問調査 

 

 

表－9 のとおり、収入の増加については、Cajamarca 地域は改良されたとの意見であ

るが、Junin地域では同調査から必ずしも効果がみられない。 
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表－9 収入の増加 

地域 非常に改

良された 

改良 

された 

多少改良

された 

改良され

なかった 

Junin 1% 9% 30% 60% 

Cajamarca 2% 20% 51% 26% 

出典：世帯訪問調査 

 

 

表－10のとおり、Junin地域の住民が、本事業による安全面の向上に対して否定的である。

これは、走行速度が上がったことによる事故の増加が要因と考えられる。 

 

 

表－10 道路交通安全の改善 

地域 非常に改

良された 

改良 

された 

多少改良

された 

改良され

なかった 

Junin 3% 9% 27% 60% 

Cajamarca 26% 31% 22% 21% 

出典：世帯訪問調査  

 

 

 環境・社会配慮については、融資対象区間としての申請に先んじて行われた工区ごとの

詳細調査の中で、環境影響調査（以下、EIA）が行われ、環境管理計画も策定されていた。

EIAは、主に工事に関連する土取り場、土捨て場、法面、植生などを中心に環境等への影響

とその対策を調査し、環境管理・対策、環境モニタリング、環境教育訓練の計画を含む環

境管理計画も作成された。これらは完成後も、維持管理主体である PROVIAS NACIONAL

へ引き継がれている。 

本事業は、既存道路の修復改良プロジェクトであることから、環境社会配慮面において

新たに大きな影響を与えることは想定されず、対象道路の各工区を踏査した際、環境への

悪影響は見られなかった。地域住民とのワークショップにおいても、多くは肯定的なイン

パクトが語られ、交通事故が増大したことに対する対策を望む声が、否定的な意見として

聞かれた。 



 2-10

  

Junin地域 Sikayaでのワークショップ  Cajamarca地域 Chamayaでのワークショップ 

 

  

河川の浸食を受けた区間          岩石崩壊の撤去作業 

  （Olmos-Coral Quemado道路）        （Jauja－Tarma道路） 

 

 

2.5 持続性（レーティング：b） 

実施機関の維持管理体制、技術には概ね問題ないものの、維持管理に係る財務および維

持管理状況に一部問題があり、本事業の持続性は中程度と評価される。 

 

2.5.1 実施機関 

2.5.1.1 運営・維持管理の体制 

本事業の実施機関は、運輸通信省（Ministerio de Transportes y Comunicaciones, MTC）6であ

り、維持管理は運輸副大臣直下の組織、PROVIAS NACIONAL7が行っている。MTCが運輸、

通信全般の政策、企画などを行うのに対し、PROVIAS NACIONAL は国道の建設、維持管

理を行う。同組織は地方に 18のゾーン事務所を有し、事務所で維持管理、料金徴収、重量

検査等を管理している。事後評価時現在、全体で 983人の組織となっている。 

                                                   
6 2002年に運輸通信住宅建設省(Ministerio de Tranportes, Comunicaciones, Viviendas y Construccion)が改編さ

れ、運輸通信省となった。 
7 PROVIAS NACIONALの前身は、MTC内の外国借款による道路事業を担当していた運輸インフラ・リハ

ビリ特別計画（PERT）及び国家道路維持機構（SINMAC）である。これらが統合され、国道の建設・維持

管理を行う PROVIAS NACIONALが設立された。 
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なお、Olmos-Coral Quemado間（Cajamarca地域）は、IIRSA8 Norteというペルー北部を

東西に横断する 955km の回廊の一部であり、通行料金の回収と維持管理を同名のイニシア

ティブ（IIRSA Norte）が権利委譲（コンセッション）により行っている。通行料金の回収

による収入は MTC の会計へ納められ、回収の費用として一定額が MTC から IIRSA Norte

へ支払われるしくみとなっている。ただしこのしくみの下では通行料金が IIRSA Norteへの

直接の収入とならないため、料金回収を徹底するインセンティブは高くない。維持管理に

関しては、日常の維持管理を主体とし、大規模な補修を必要としないという想定でのコン

セッションであったものの、IIRSA Norteの担当者によると、実際には土砂崩れ、河川の洗

掘などにより土木工事を行わなければならないことがあり、Olmos-Coral Quemado間の維持

管理体制に一部、問題がみられる。 

 

2.5.1.2 運営・維持管理における技術 

PROVIAS NACIONAL は、日常の点検保守を地元の中小企業へ委託し、法面崩壊への対

応等、大規模な作業については直轄で行っている。PROVIAS NACIONAL 並びに維持管理

業者の技術水準はその作業に準じたものと評価できる。 

ただし、PROVIAS NACIONAL のゾーン事務所では通常監督員一人で管轄の国道網を受

け持っており、必ずしも人員は十分と言えない。また、ゾーン事務所によると重機を必要

とする維持管理は PROVIAS NACIONALが行うが、PROVIAS NACIONALの保有する重機

の数は十分とはいえず、迅速な補修作業が困難なケースもある。 

 

2.5.1.3 運営・維持管理における財務 

PROVIAS NACIONAL は料金収入により国道の維持管理を行っているが、料金収入は費

用を賄うのに十分ではない。PROVIAS NACIONALの 2008年の維持管理費は 290百万ソル

であったのに対し、料金収入は、189 百万ソル(約 63 百万ドル)であった。PROVIAS 

NACIONAL は、法的には独立した組織体であるものの財務面で MTC の補助を多く受けて

いる。 

Olmos-Coral Quemado間は、既述のとおり IIRSA NorteがMTCからの権利委譲により料金

徴収を行なっているが、料金収入は維持管理費用に比較し少ない。また、道路の途絶など

で、料金を徴収していない区間があるため、今後は早急に正常な料金徴収体制を確保する

必要がある。 

 

2.5.2 運営・維持管理状況 

本事業の対象道路は、一部その地形上、土砂崩れ等の被害が頻繁に起こる箇所を有する。

同箇所は抜本的な路線変更が望ましいと考えられるものの、その実現は予算、技術等の観

点から難しく、代替手段として今後も定期的な補修が必要となる。実際に評価を実施した

年（2009年）は例年に比べて降雨量が多く、山岳地帯では土砂崩れ等により交通途絶の区

間があった他、河川の増水により道路が浸食されている区間も確認された。通常の土砂崩

れ等に対する PROVIAS NACIONALや維持管理会社の反応及び処理状況は迅速且つ適切

                                                   
8 IIRSAとは、南米地域インフラ統合イニシアティブ（Integracion de la Infraestructura Regional Suramericana） 

の略であり、南米の道路、鉄道、電力などのインフラを統合整備する計画である。 
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であるものの、慢性的な補修作業の必要性から維持管理状況には一部問題があると考えら

れる。現在 PROVIAS NACIONALは、国道維持管理の効率化を図るため、200km以上の

長区間を単位に、舗装道路の日常保守と災害時等の緊急対応を 5年程度の長期契約で外部

へ発注しつつある。 

 

 

 

３．結論および教訓・提言 

 

3.1 結論 

 本事業は、エルニーニョ現象による被害の深刻であった幹線道路の修復・改良事業であ

り、審査時および事後評価時において、ペルー政府の政策・施策の観点からその妥当性が

高く評価される。効率性については、アウトプット及び事業費がほぼ計画どおりであった

ものの、事業期間が計画を大幅に超過した。交通量の増加、走行時間の短縮、経済的内部

収益率、受益者調査等の調査結果からは、本事業により概ね高い効果が発現していること

が確認された。持続性については、山岳地帯の土砂崩れ等の慢性的な問題はあるものの、

実施機関および維持管理機関の組織体制等は充分である。 

以上より、本事業の評価は高いと言える。 

 

3.2 教訓 

本事業の事業期間が計画よりも大幅に伸びた原因の一つに、当初計画の想定が短すぎた

ということがあげられる。従って、災害復旧のような緊急に実施が必要な事業の場合は、

その迅速な対応のために必要な調査の簡略化または短縮化についても検討すべきである。 

 

 

3.3 提言 

ペルーの山岳地帯の道路は、険しい地形、崩れやすい地質に、降雨と洪水がもたらす土

砂崩れや河川浸食により、エルニーニョならずとも、一時的な豪雨でも交通が途絶する脆

弱な体質を有している。本事業の対象道路は国土を形成する幹線道路であるので、安全に

安定した走行が保証されることを目指すべきである。そのためには、災害が予想される危

険個所の改良がおこなわれる一方で、災害の発生はやむを得ないことを踏まえ、本事業の

ように、その際の素早い対処システムへの改善がなされるべきである。 

なお、実施機関であるMTCには、事業の関連情報・資料のデータベースを構築すること

が望まれる。今回の事後評価に当たって、MTC に審査時の資料が残っておらず、調査を実

施するために充分な情報・データを入手することが非常に困難であった。情報をデータベ

ース化することは、少ない資源によって効果的、効率的な道路の運営・維持管理も可能と

なる。 
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主要計画/実績比較 

項目 計画 実績 

①アウトプ

ット 

 

舗装道路修復整備       総損壊延長約 498km 

・ Heroes de la Brena  133.6km 

・ La Oroya-Huancayo   123.0km 

・ Cruces Olmos-Corral Quemado   193.1km 

・ Haura -Sayan                     24.7km 

・ Lima-Canta           23.7km 

  

未舗装道路改良整備   総損壊延長約 241km 

・ Chamaya-Jaen-San Ignacio    128.41km 

・ Sayan-Churin                     57.0km 

・ Jauja-Tarma  56.km 

 

舗装道路修復整備  総損壊延長約 309.02km 

・ Heroes de la Brena  136.41km 

・ La Oroya-Huancayo   116.36km 

・ Cruces Olmos-Corral Quemado   56.25km 

・ Haura Sayan                  キャンセル 

・ Lima-Canta          キャンセル 

  

未舗装道路改良整備              106.09km 

・ Chamaya-Jaen-San Ignacio    50.08km 

・ Sayan-Churin                 キャンセル 

・ Jauja- Tarma  56.01km 

 

橋梁建設 

・ Stuart 橋              83m 

・ Collana橋             150m  
エンジニアリング・コンサルタントサービス             

・ 詳細設計  

・ 施工管理  

・ 環境関連調査  

エンジニアリング・コンサルタントサービス  

・ 詳細設計            計画通り 

・ 施工管理           計画通り 

・ 環境関連調査         計画通り            

マネージメント・コンサルティングサービス 

・ 入札補助業務、各関連機関の連絡調整業務、

基金ディスバースの管理等 

 

マネージメント・コンサルティングサービス 

計画通り 

②期間 

 

1999年 4月（LA）～2001年 12月（33ヶ月） 1999年 4月（LA）～2006年 8月（101ヶ月） 

 

③事業費 

外貨 

内貨 

現地通貨建て

(換算レート) 

合計 

うち円借款分 

(換算レート) 

 

5,703百万円    

15,408百万円    

（313.7百万ヌエボソル） 

1NSol=49.12円    

21,111百万円    

15,833百万円    

1ドル=140円    

（1998年 6月）   

 

7,267百万円   

13,974百万円   

（425.5百万ヌエボソル） 

1NSol=32.84円   

21,241百万円   

15,639百万円   

1ドル=113円   

 （2000年 5月～ 

2006年 8月平均） 
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